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品川－大阪間を結ぶリニア中央新幹線の計画が決定され，このうち品川－名古屋間は 2027 年の開業に向けて建設が進

められている．リニア中央新幹線の整備により，首都圏－中京圏－近畿圏を中心に多大な便益が発現すると期待されて

おり，これまで固定費用を考慮した交通生産内生型 SCGE モデルを用いた便益評価を実施してきた．しかし，そこでは

基本的には鉄道旅客運輸企業を含めすべての経済主体は価格受容者と想定されていたが，高速移動手段は限られている

ことから鉄道旅客運輸企業は価格設定者として扱う必要があったと考えられる．そこで本研究では，鉄道旅客運輸企業

の行動モデルにおいて独占的企業行動を想定した SCGE モデルを構築する．そして，構築したモデルを用いてリニア中

央新幹線整備の便益評価を行い，独占的市場によってどの程度の損失が発生し得るのかを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

現在，品川－大阪間を結ぶリニア中央新幹線が計画さ

れており，そのうち品川－名古屋間は，2014年 10月に

建設工事が認可され 1)，2027年の開業に向けて建設が進

められている．リニア中央新幹線の開業により品川－名

古屋間は，現行の東海道新幹線で約 90分かかるところ

が約 40分に短縮される．その結果，業務トリップや観

光トリップの円滑化を介して，多大な経済効果が発現す

ると期待されている．こうした経済効果は，費用便益分

析による便益計測や 2), 3)，空間的応用一般均衡（SCGE：

Spatial Computable General Equilibrium）モデルを適用した便

益計測 4), 5), 6) により評価されてきた． 

これまで，筆者らも，リニア中央新幹線の便益計測を

行うため，リニア中央新幹線の開通が鉄道旅客運輸企業

（具体的には JR東海）の生産性を向上させる効果まで

含めた経済効果を便益により計測できる交通生産内生型

SCGEモデル 7),8)を構築した．しかしそこでは，建設費用

等の固定費用を料金により回収する点が考慮できていな

かった．そのため，交通生産内生型 SCGEモデルに，建

設費用等の固定費用を料金により回収するスキームが表

現できるよう，固定費用を考慮した SCGEモデルを構築

することで，従来の限界費用料金によるケースと，固定

費用を料金で回収する平均費用料金によるケースにおい

て，どの程度，発現する便益に違いが生じるのかを明ら

かにした 9)．以上のとおり，筆者らはリニア中央新幹線

の開通による便益評価に関して，SCGE分析の精緻化を

図り，より現実的な便益計測に取り組んできた． 

しかし，これまで構築してきた SCGEモデルでは，基

本的には鉄道旅客運輸企業を含めすべての経済主体は価

格需要者と想定していた．ここで，表-1に JR東海が公

表しているデータ 10)を基に算出した東京―大阪間でのリ

ニア中央新幹線(リニア方式)の平均費用料金と，東海道

新幹線(新幹線方式)の限界費用料金を示す．なお，新幹

線方式の維持運営費，設備更新費，輸送需要量は，リニ

ア中央新幹線が新幹線方式で作られた場合のデータのみ

が公表されており，新幹線の実距離に対して必要な費用

並びに需要量ではない．そこで，維持運営費と設備更新

費は東海道新幹線の実距離をリニアの路線の長さで除し

たものを公表されているデータに，それぞれ乗ずること

で新幹線方式の維持運営費，設備更新費を算出している．

また，輸送需要量は，路線長（所要時間）が伸びると需
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要量は下がることを考慮し，リニアの路線長と新幹線路

線長の比から値を算出している．この結果では，輸送需

要量の単位に億人ｷﾛ/年を用いているため，移動距離の

長さに関わらず，単位ｷﾛあたりの負担額は一定であると

の想定を置いてはいるが，現在の東海道新幹線の東京―

新大阪駅間の限界費用料金は表ｰ 1に示すように 7,782円

と算出された．現在，東京―新大阪駅間を，のぞみ号，

自由席で移動した場合の費用は 13,620円であることから，

費用に 6,000円弱もの差があることになる．つまり，高

速移動手段は新幹線，航空機などで限られていることか

ら，鉄道旅客運輸企業は価格設定者として扱う必要があ

ると考えられる．  

そこで本研究では，鉄道旅客運輸企業の行動モデルを，

独占的行動を想定した SCGEモデルを構築する．そして

ここで，構築されたモデルを用いて，リニア中央新幹線

の便益評価を行い，独占的市場によってどの程度の損失

が発生し得るのかを明らかにする．  

 

 

表-1 リニア方式の平均費用と新幹線方式の限界費用 

単位 リニア方式 新幹線方式
維持運営費 億円/年 3,080 2,083
工事費 億円 84,400 0
減価償却換算 億円/年 4,220 0
設備更新費 億円/年 1,160 659
年間総費用 億円/年 8,460 2,742
輸送需要量 億人ｷﾛ/年 416 182
単位輸送量あたり費用 円/人ｷﾛ 20 15
路線長 km 438 515
運営費から計算した料金 円 8,907 7,782
現行または想定料金 円 14,620 13,620

東京ー大阪
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図-1 SCGEモデルの全体構成 

 

図-2 企業の生産行動のツリー構造 

 

 

2. 独占的行動を考慮したSCGEモデル 

 

(1) モデルの前提条件 

本研究のSCGEモデルは，J 地域に分割された社会経

済を対象とし，地域 j には代表家計とm財を生産するm

企業が存在する（図-1）．これに加えて，交通機関別運

輸サービスを供給する運輸企業が存在しているものとし，

その中の鉄道旅客運輸企業がリニア中央新幹線の建設お

よび運営主体になるものと考える．なお，家計，企業，

運輸企業以外にも，政府，公的投資部門，民間投資部門

が存在しているとする． 

家計は，生産要素（労働，資本）を提供することで所得

を得て，財，サービスを消費する．企業は，生産要素，

中間財を投入して財，サービスを生産し，家計や他企業

に供給する．運輸企業は，通常の企業と同様に，生産要

素，中間財を投入して運輸サービスを生産するものとす

る．なお，森杉らによって構築された交通内生型SCGE

モデルと同様に，運輸サービスをOD別に供給している

ものとする点に特長がある．これに加え，本モデルは，

特にリニア中央新幹線の建設に関して，鉄道旅客運輸企

業が鉄道施設建設のために投じる固定費用を考慮する． 

次項では，まず運輸サービス需要者の行動モデルを説

明し，その後，独占的行動を考慮した鉄道運輸サービス

供給者の行動モデルを説明する．  
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(2) 運輸サービス需要者の行動モデル 

a) 企業の生産行動モデル 

運輸サービス需要者のうち，まず企業の行動モデルを

説明する．企業の生産行動ツリーを図-2に示す．企業は，

まず合成中間財と合成生産要素の投入量を決定し，合成

中間財に対し購入地域の選択を行う．その後，それぞれ

の地域別合成中間財投入に対し，n 財別合成中間財の投

入量を決定する．さらに，n 財別合成中間財の投入に対

し，n 財別中間財と合成運輸サービスの投入量を決定す

る．これは，中間財の投入には運輸サービスが必要であ

るとしたものである．また，企業は合成中間財に対して

は，合成貨物と合成旅客の各運輸サービス投入量を決定

し，合成貨物，合成旅客ともに交通機関選択を行い，交

通機関別の運輸サービス投入量を決定するという行動を

とる．なお，旅客運輸については，交通消費時間が費や

されるものとした．  

 以上の企業の生産行動モデルは，すべて生産技術制約

下での費用最小化行動によって定式化する．本SCGEモ

デルでは，生産技術を表すのにBarro型CES関数を用いる．

そして，以下には図-2の最上位の合成中間財，合成生産

要素に関する投入量決定の費用最小化問題を示す． 
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ただし， j

m

j

m py , ：地域 j での財mの生産量と価格，

j

Zm

j

m qz , ：合成中間財投入量とその価格， j

m

j

m pfcf , ：合

成生産要素投入量とその価格， j

m ：純間接税率（間接

税率－補助率）， j

Zm

j

Zm  , ：分配パラメータ， j

m ： 効

率パラメータ， j

m ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(1)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 式(2)の需要関数を式(1a)に代入することにより，費用

関数は以下のように求められる． 

 j

m

j

mj

m

j

m yC j
m


 1

11
 (3) 

式(3)は，生産量 j

my に対して線形の関数であることか

ら，本企業モデルの生産財の均衡価格は利潤ゼロにおい

てのみ存在することになる．企業の利潤は，収入から費

用を差し引くことにより求められることから以下となる． 

 j

m

j

m

j

m

j

m Cyp   (4) 

そして，ゼロ利潤条件（ 0j

m  ）よりm 財価格が以下

のように求められる． 

 j
m

j
mj

m

j
mp 


 1

1
1

 (5) 

以上により，企業行動モデルの最上位の定式化が行え

た．続いて，図-2のツリーにしたがって合成中間財の地

域投入の定式化を示す．その最適化問題は以下のように

なる． 

 min
ij
m

j j ij ij

Zm m m m
z

i

q z q z   (6a) 
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ただし， ,ij ij

m mz q ：地域jにおける地域iからの合成中間財

投入量とその価格， ,ij ij

m m  ：分配パラメータ

（ 1, 1ij ij

m m

i i

    ）， j

Zm ：効率パラメータ，
j

Zm ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(6)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 式(7)の需要関数を式(6a)に代入することにより，合成

中間財価格が求められる． 
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次に，n財別中間財の投入の定式化を示す．その最適

化問題は以下のようになる． 

 min
ij
nm

ij ij ij ij

m m nm nm
z

n

q z q z   (9a) 
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ただし， ,ij ij

nm nmz q ：地域ｊで地域ｉから投入される合成

中間財nの投入量とその価格， ,ij ij

nm nm  ：分配パラメー

タ（ 1, 1ij ij

nm nm

n n

    ）， ij

m ：効率パラメータ，
ij

m ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(9)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 式(10)を式(9a) に代入することにより，地域iから投入

される合成中間財価格が求められる． 
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次に，中間財nと合成運輸の投入の定式化を示す．そ

の最適化問題は以下のようになる． 
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ただし， ,ij i

nm nx p ：中間財nの投入量と地域iのn財価格，

,ij ij

Tm Tmz q ：合成運輸投入量とその価格，賃金率，

,ij ij

Tm Tm  ：分配パラメータ， ij

nm ：効率パラメータ，
ij

nm ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(12)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 

 

 

1

1

11

1

ij
ij nm
nm

ij
nm

ij
nm

ij

ij ij ijTm

nm nm nmi
ij ij

n
nm Tm

x z
p











 





 
   

 

 (13a) 

 

 

1

1

11

1

ij
ij nm
nm

ij
nm

ij
nm

ij

ij ij ijTm

Tm nm nmij
ij ij

Tm
nm Tm

z z
q











 





 
   

 

 (13b) 

ただし， 

   
1 1

1
1

ij ij
nm nm

ij ij
nm nm

i ij

ij ij ijn Tm

nm Tm Tmij ij

Tm Tm

p q
 

 

 
 

 

   
      

   

． 

 式(13)を式(12a) に代入することにより，合成中間財n

価格が求められる． 

 

1

11 ij
nmij ij

nm nmij

nm

q





   (14) 

最後に労働と資本投入の定式化を示す．その最適化問

題は以下のようになる． 

 
,

min
j j

m m

j j j j j j

m m m m m m
l k

pf cf w l r k   
 (15a) 

 
 

    

1

1

1

s.t. 

1 1

j
CTm

j j
CTm CTm

j
CTm

j
CTm

j
CTm

j j j

Lm Lm m
j j

m CFm

j j j

Lm Lm m

l
cf

k













 


 





 
 
 

  
 
     

(15b) 

ただし， ,j j

m ml w ：地域jのm企業の労働投入量とその賃金

率， ,j j

m mk r ：地域jのm企業の資本投入量とその利子率，

,j j

Lm Lm  ：分配パラメータ， j

CTm ：効率パラメータ，
j

CTm ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(15)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 

 

 

1

1

1

j
CTmj

CTm
j

CTm

j
CTm

j

j j jLm

m CTm mj
j j

m
CTm Lm

l cf
w











 





 
   

 

 (16a) 

 

 

1

1

11

1

j
CTmj

CTm
j

CTm

j
CTm

j

j j jLm

m CTm mj
j j

m
CTm Lm

k cf
w











 





 
   

 

(16b) 

ただし，  

 

1-

1-

1
1

j
CFm

j
CFm

j
CFm

j
CFm

j

ij j m

CFm Lm j

Lm

j

j m

Lm j

Lm

w

r













 
   

 

 
   

 

． 

 式(16)を式(15a) に代入することにより，合成生産要素

価格が求められる． 

 

1

11 j
CFmj j

m CFmj

CFm

pf





   (17) 
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図-3 家計の財消費行動のツリー構造 

 

b) 家計の消費行動モデル 

続いて，運輸サービス需要者の家計の消費行動モデル

を示す．地域 j に居住する代表家計の消費行動ツリーは

図-3のとおりである． 

まず，家計は総利用可能時間に賃金率を乗じて求めら

れる時間所得と，企業に資本を提供して得られる資本所

得からなる総所得を得る．この総所得に対し，直接税と

貯蓄を差し引いた可処分所得を，家計は各消費に充てる．

家計の可処分所得は以下のようになる． 

   1j j j j j j j

H H H H Hw T r K S      (18) 

ただし， j

H ：地域 j の家計の可処分所得， jj

H wT , ：家

計の総利用可能時間と賃金率， jj

H rK , ：家計の資本保

有量と利子率， j

H ：直接税率， j

HS ：家計貯蓄（基準

年値で固定とする）． 

この可処分所得を用いて，家計はまず合成財と余暇

の消費量を決定する．次に，合成財消費に対し購入地域

の選択を行った後，それぞれの地域別合成財消費に対し，

n 財別の合成財消費量を決定する．企業と同様，財の購

入には運輸サービスの投入が必要であるとすることから，

n 財別合成財消費に対しては，n 財別消費量と合成運輸

サービス消費量を決定する．そして，合成運輸サービス

に対し，合成貨物と合成旅客の各運輸サービス消費量を

決定し，それぞれに対し交通機関選択がなされるとする． 

 以上の家計の財消費行動モデルは，効用水準一定制約

下での支出最小化問題により定式化する．図-3の最上位

の合成財と余暇の消費量決定モデルに係わる支出最小化

問題は以下のようになる． 

  j

H

jj

H

j

ZH
lz

j

H lwzqe
j

H
j
H


,

min  (19a) 

 

    

1

1

1

11

s.t.





























j
H

j
H

j
H

j
H

j
H

j
H

j

H

j

ZH

j

ZH

j

H

j

ZH

j

ZHj

H

j

H

l

z
U
















  (19b) 

ただし， j

He ：地域 j の家計の支出水準， j

ZH

j

H qz , ：合成

財消費量とその価格， jj

H wl , ：余暇消費量と賃金率

（余暇価格を意味する）， j

HU ：直接効用関数，
j

ZH

j

ZH  , ：分配パラメータ， j

H ：効率パラメータ，
j

H ：代替弾力性パラメータ． 

 ラグランジュ未定乗数法により式(19)を解くと，以下

の需要関数が得られる． 

 

 
j

H

j

Hj

ZH

j

ZH

j

ZH

j

H

j

H U
q

z j
H

j
H

j
H

j
H














 












1
1

1
 (20a) 

  

 
j

H

j

Hj

j

ZH

j

ZH

j

H

j

H U
w

l j
H

j
H

j
H

j
H













 



 












1
1

1

1

1
 (20b) 

ただし， 

   
j
H

j
H

j
H

j
H

j

ZH

j
j

ZHj

ZH

j

ZHj

ZH

j

H

wq















































11

1
1 ． 

 式(20)を式(19a)に代入すると，支出水準が求められる． 

 j

H

j

Hj

H

j

H Ue j
H  


1

11
 (21) 

 支出水準とはそもそも価格が与えられた下である効用

（ここでは j

HU ）を実現するために必要な所得を意味す

る．今，家計所得は式(18)の可処分所得により与えられ

るため，価格が与えられるとすれば，式(21)の支出水準

の式より効用水準 j

HV は以下のようになる． 

 
j

V

j

Hj

H
p

V


  (22) 

ただし， j

HV ：間接効用関数（効用水準），また簡単化

のため j
H

j

Hj

H

j

Vp 


 1

11
とおく． 

 式(22)の効用水準 j

HV を式(20)の j

HU に代入すると，合

成財消費量と余暇消費量が求められ，さらに式(21)から

支出水準も得られる．すなわち，支出水準は以下のよう

になる． 
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 j

H

j

V

j

H Vpe   (23) 

 以上にて，図-3の最上位の各消費量が求められた．こ

れ以降の定式化も，図-3のツリーにしたがって行われる

が，それらは式(19)，(20)と同様であるため，ここでは割

愛したい． 

 

(3) 独占市場を想定した鉄道旅客運輸サービス供給者

の行動モデル 

 これまでの企業と家計の行動モデルは，すべて，規模

に関して収穫一定の生産関数だけを用いた完全競争モデ

ルであった．そこでは，少しでも高い価格を付けた製品

はまったく売れないし，逆に，少しでも安い価格を付け

た製品は市場のすべての需要を獲得できるため，価格競

争の結果，市場均衡価格は限界費用に一致していた．と

ころが，高速バスや航空を競争相手と考えることもでき

るが，高速移動手段は限られていることから鉄道旅客運

輸企業は価格設定者として扱う必要があったと考えられ

る．そこで，ここでは，独占市場を考慮したCGEモデル

を開発した細江ら11)，また，独占市場を理論的に整理し

た西村ら12)を参考に，まず，独占市場を想定した鉄道旅

客運輸サービス供給者の行動モデルを示す．鉄道旅客運

輸部門において独占的な企業が存在するとき，独占企業

は市場の需要曲線  p p y を前提として，利潤を最大

化するように生産量yを決める．利潤  y は，収入

 R y と費用  c y の差 

      y R y c y    (24) 

として表せる．    R y p y y である．利潤最大化の必

要条件は 

      ' ' ' 0y R y c y     (25) 

である．  'R y は限界収入(marginal revenue, MR)，  'c y

は限界費用である．また      ' 'R y p y p y y  および

需要の価格弾力性   / /e p y dy dp を用いると 

 
'( )

( ) 1
( )

yp y
MR p y

p y

 
  

 
 

 
  

1
= 1

/ /
p

p y dy dp

 
  

 

  

 
1

 = 1p
e

 
 

 
 (26) 

となる．そして，需要者価格はマークアップ率
1

Rne
分だ

け乖離して，
 

,1
1  j k

MC Rn

Rn

p
e

 
 

 

となる．そのとき，鉄道

旅客運輸サービス投入量は， 

  
 

1
,

1

1

1
1

         

ij

T mp

Rn

ijRn
T mp

p Rn

ij

T mp

ij

T mp

p p

ij

T mij

T m
ij ij j k i ij
T m T m RnMC Rn

Rn

ij ij

T m T m

z

p w t
e

z











 




 
 
 
  
    
  



(27) 

ただし，Rn：鉄道旅客運輸の交通機関を表す添字． 

となる． 

 そして，このように需要者価格と供給者価格の乖離が

ある場合には独占利潤
RnRT がそれぞれの鉄道旅客運輸

サービスを供給する企業に発生する．この独占利潤が誰

に帰着されるのかを描写する方程式を追加しておかない

と，モデルが閉じないとこになる．この独占利潤率，す

なわちマークアップ率
1

Rne
を税率のようなものとみなせ

ば，その独占利潤の扱いは税金の場合と同様になる．独

占利潤関数， 

 
 

,1
Rn

j k ij

Rn T mMC Rn

Rn

RT p z
e

  (28) 

によって独占利潤額を計算し，その全額を民間投資が獲

得すると仮定する． 

また，リニア中央新幹線整備が鉄道運輸企業の生産行

動に与える影響を評価できるように，鉄道運輸企業につ

いては生産要素投入行動を森杉を参考に変更する． 

鉄道運輸企業は，労働と，新幹線やリニアといった資

本を投入し，交通路を移動して主に人を輸送するという

運輸サービスを生産している．このとき，交通整備等に

より時間短縮効果が生じると，その労働および資本の投

入効率が向上することになる．なぜなら，時間短縮が生

じれば同じ距離を移動するのに，より早く目的地に到達

できることになり，それは同じ運輸サービスを生産する

ために投入される労働と，拘束時間で捉えた資本投入が

少なくて済むことを意味するからである． 

 以上の現実的な運輸企業の行動が反映できるようにモ

デルを変更する．まず，鉄道運輸企業の生産要素投入行

動モデルにおいて，生産技術制約となる合成生産要素関

数が交通所要時間と労働，資本に関してゼロ次同次性を

有すると仮定する．その意味は，例えば交通整備政策が
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実施され，OD 間の交通所要時間が半分に削減されたと

すると，その OD間を移動して輸送サービスを生産する

運輸企業の労働と資本の投入量も半分で済むということ

である．なぜなら，既に述べた通り，交通所要時間が半

分に削減されれば，同じ運輸サービスを生産するために

は半分の時間で済むため，労働と資本の投入量も半分で

済むからである．ゼロ次同次性を有する合成生産要素関

数は以下のように表される．なお，ここでは鉄道旅客運

輸Rn を例にモデル化を示す． 

    , , , , , , , ,, , , ,j k j k j k j k j k j k j k j k

Rn Rn Rn Rn Rn Rn Rn Rncf t l k cf t l k    (29) 

ただし， ,j k

Rnt ：鉄道運輸企業の地域j-k間の交通所要時間， 

, ,,j k j k

Rn Rnl k ：労働投入量，資本投入量． 

 式(29)の を以下のようにおく． 

 
,

,

Aj k

Rn

j k

Rn

t

t
   (30) 

ただし，添字A：交通整備なしを表す． 

式(30)を式(29)に代入すると，合成生産要素関数は以下

のようになる． 

  , , , , , ,,j k j k j k j k j k j k

Rn Rn Rn Rn Rn Rncf cf eff l eff k    (31) 

ただし， ,j k

Rneff ：
,

,

Aj k

Rn

j k

Rn

t

t

 
 
  

であり，運輸企業の生産要素

投入の効率性を表す指標と解釈できる． 

 式(31)にしたがえば，鉄道運輸企業の労働，資本の投

入量決定モデルは以下のようになる． 

 
, ,

, , , , , ,

,

min
j k j k

Rn Rn

j k j k j k j k j k j k

Rn Rn Rn Rn Rn Rn
l k

pf cf w l r k   
 (32a) 

 

    

,

1 1
, , ,

,

1

, ,

s.t. 

1 1

j
CFRn

j j
CFRn CFRn

j
CFRn

j
CFRn

j
CFRn

j k

Rn

j k j j k j k

LRn LRn Rn Rn
j k

CFRn

j j j k j k

LRn LRn Rn Rn

cf

eff l

eff k



 







 


 

 





 
 

 
 
     

 

     (32b) 

式(32)を解くと，以下の需要関数が得られる． 

 
 

,

,

1

,

1
, , ,
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 式(33)を式(32a)に代入すると合成生産要素関数が求め

られる． 
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残りは企業の行動モデルと一緒であるため割愛する． 

 

 (4) 市場均衡条件 

 本SCGEモデルの市場均衡条件式は以下のようになる． 
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労働市場：
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資本市場：  
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(5) 等価的偏差による便益定義 

 交通整備における便益の定義を行う．便益を等価的偏

差（EV：Equivalent Variation）の概念に基づき定義すると，

それは以下のように求められる． 

  j j A j A j B

V H HEV p V V   (36a) 

ただし，添字A, B：それぞれ整備なし，ありを表す． 

 これに，式(22)の効用水準を代入するとEVが家計の実

質所得の差となっていることがわかる． 

 Aj

H

Bj

HBj

U

Aj

Uj

p

p
EV   (36b) 

ここで，「実質」とは物価上昇率で除したものとの意味

である．式(36b)では，整備なしの所得においては物価上

昇率が1であるためそのままの所得を用いており，整備

ありの所得は物価上昇率














Aj

U

Bj

U

p

p で除したものとなって

いる． 
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3. リニア中央新幹線の便益計測 

  

 鉄道旅客運輸企業の独占的行動を考慮したSCGEモデ

ルの構築に現在はとどまっているため，計測結果は発表

当日に示すものとする． 

 

 

4. おわりに 

  

 リニア中央新幹線の経済効果計測は，費用便益分析

の枠組みや空間的応用一般均衡(SCGE)モデルを用いて

なされてきた．筆者らもリニア中央新幹線整備が鉄道旅

客運輸企業の生産性を向上させる効果まで含めら経済効

果を便益により計測できることを示し，さらに固定費用

を考慮したSCGEモデルを構築し，限界費用料金と平均

費用料金によるケースで，どの程度，発現する便益に違

いが生じるかを明らかにした．その中で，CGE分析の精

緻化を図り，より現実的な便益計測に取り組んできた．    

しかし，これまでの便益計測では，鉄道旅客運輸企業

の生産行動が独占的行動であるにも関わらず，完全競争

市場を想定してモデルを構築していた．そこで，まずは

鉄道旅客運輸企業の行動モデルにおいて独占的行動を想

定した定式化を行い，独占的行動を考慮したSCGEモデ

ルの構築を行った．だが，現段階では，モデルの構築の

みを行い，便益計測は行えていないため，発表当日まで

に，計測結果を示すことを考えている． 
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